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１、三鷹市の現状

· 身体介護

· 家事支援

· 行動援護（別２参考）

· 移動支援（別１参考）　　基準で２０時間支給、家庭の介護状況を考慮する。
他の制度と時間空けなしで併用が可能など、画期的。

　＜岡部亮佑の支援実績（三鷹市で児童の支援利用の１例）＞

　現在、中学２年生（１３歳）、重度知的障害＋自閉症の男子。小学校２年生でこだわりや問題行動が多発、母親の虚弱体質、祖父母や周囲の支援不在で介護困難で定期的な介護を必要とすることを理由に３時間×週２回＝月３０時間の「ホームヘルパー制度」利用が認められる。担当ケースワーカーには、「将来、地域で自立生活をするためには、本人が支援される状況に慣れなければいけない」と説得した。
☆　「定期の介護」を決意した理由。
　　　　幼児期の混乱を乗り越え、重度の障害を自覚した時期、地域の「親の会」活動に参加、海外の施設も含め、何箇所か入所＆通所施設を見学、成人の障害者に会う機会を持ち、我が子の将来、親亡き後の生活について考えるようになる。
　　　　シカゴで見学した少人数のグループホームや良質の入所施設を目標に考えていたが、グッドライフの重度知的障害者の自立生活の実践。三鷹市で２４時間介護が入って、地域で自立生活を確立している身体障害者に会って、考えが変わる。

彼のレベルでも重度の身体障害者と同じように、常時「見守り」があれば地域で自立生活が可能であり、逆に入所施設での生活は不可能だと判断した。

　

· 常に存在する「学齢年齢の児童は親が面倒をみて当たり前」「保護者が楽をするために介護を利用している」という根強い偏見との闘い。事業者と保護者の利益対立。
事業所が少なく、支援者が限られているために、利用者側にお互いの支援時間を抑制し、平均するべきという志向が働く。「自立支援法」では利用する支援内容で『事業所の収入＆自己負担』が変動するため、問題が深刻になる。保護者は自己負担が少なくても、平等に支援利用したい。事業所は時給が保障されないと現状維持が難しいため、対応が困難な障害児・者には「行動援護」を薦めたいのだが、ヘルパー基準の高さから対応しきれない場合も多い。軋轢が産まれる。
　　　　
☆　今後、新しく支援利用申請の場合、現状に不服があり、支援を増時間する場合の課題。
必要な支援「外出支援」「身体介護」「家事支援」「行動援護」、必要な日程と利用を希望する時間、自己負担の限度、利用する事業所の支援者状況など、申請前にできる限り、状況を把握しておくこと。実際は１０月以前の利用実績が優先され、暫定決定もあるが、変更されていないことが多く、新規の場合は規格を超えた支援時間をゲットするのは難しいと思われる。

≪行動援護認定の状況（参考までに）≫

　　三鷹市で「行動援護」認定を受けている人数（把握している範囲）小学６年生３名。中学１年生２名。中学２年生１名（＋１名、申請予定）

　　調布市の中学２年生１名。全員、男子。高等部の状況を把握していないが、学齢期で思春期年齢の場合、学年に２～３人は「行動援護」該当者がいると考えられる。

「行動援護」申請の場合、事前に質問表（別２）を読み、１０点以上を確信してから

ケースワーカーと話し合いをするほうが望ましい。特に事業所、支援する側と打ち合わせをしてからでないと、認定された後で事業所を探す場合、該当事業所が少なく、支援者がみつからない状況も考えられる。

· 地域の行政関係者、事業者、保護者、支援関係者のほとんどが、日常や制度変更の業務に追われ、忙しすぎて身動きがつかない状況であることは事実だが、今の状態を諦めていいほど状況は甘くない。当事者にとって「介護時間」は死活問題であり、生活を左右する問題であることを忘れないで欲しい。

できる限り情報交換をしながら、自分達の地域の状況だけでなく、今後の自立生活全体に及ぼす「パーソナルアシスタンス」利用について考えて欲しい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
